
　

　建設投資とクズネッツサイクル

The Construction Investment

and the Kuznets Cycle
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The mechanics of the Kuznets cycle are as yet not well known.

In particular, studies about what factor drive the Kuznets cycle, have

yet to be conducted.

In the paper, we would like to clarify what drives the Kuznets cycle.

The conclusion of this paper is that the main engines of the Kuznets

cycle are both the interaction between the number of family and the

population, as well as the relationship of the construction investment

to the number of family. In addition we show the cyclical relationship

between the capital stock of construction and GDP.
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はじめに
クズネッツサイクルは建設循環とも言われ、建設投資の循環周期がしばしば

議論されている1)。村田（2010）においては GDPと住宅投資の関係が考察さ

れ、クズネッツサイクルの循環メカニズムが明らかにされたが、非住宅建設投

資に関する分析はなされていない。本稿では、民間非住宅建設投資に焦点を当

てて循環周期とメカニズムについて考察する。民間非住宅建設投資は工場・作

業場、事務所、店舗、および倉庫などの使途別の建設投資に分けられるが、こ

1) 例えば、篠原（1994、pp.159-63）、田原（1998、pp.79-83）などを参照されたい。
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れらの使途別の建設投資の動向はかなり異なっている2)。本稿では、これら使

途別の建設投資の変動要因を探り非住宅建設投資の循環メカニズムを明らかに

するとともに、村田（2010）で明らかにした住宅投資の循環メカニズムとあわ

せて建設投資全体の循環要因を探っていきたい。

本稿の構成は以下のとおりである。まず、第 1節では、民間非住宅建設投資

全体と使途別の民間非住宅建設着工床面積の推移について見ていく。第 2節

では、使途別の民間非住宅建設着工床面積と世帯数のクズネッツサイクルの関

係を考察する。さらに、第 3節では、非住宅建設投資の変動要因について考察

すると同時に、世帯数と非住宅建設ストックの関係を考察する。あわせて、非

住宅建設ストックの耐用年数についても言及しよう。最後の第 4節では、住宅

建設と非住宅建設を合わせた建設投資や建設ストックのクズネッツサイクルの

推移を見るとともに、GDPクズネッツサイクルとの循環関係についても見て

いく。

第 1節 民間非住宅建設投資の推移
本節では、民間非住宅建設投資の推移について見ていく。非住宅建設投資は

使途別に、事務所、店舗、工場・作業場、倉庫、学校の校舎、病院診療所、そ

の他、に分類される3)。さらに、個々の使途別非住宅建設は建築主別に、国、

都道府県、市区町村、会社、会社でない団体、個人、に区別される4)。本稿で

は、このうち、会社、会社でない団体、個人によって建築された事務所、店舗、

工場・作業場、倉庫を民間非住宅建設と定義する5)。本稿の第 1節と第 2節に

おいては、主に、この民間非住宅建設着工床面積の変動に焦点を合わせて分析

する6)。

2) 後に見るように、店舗建設は住宅投資との関係が見出される。
3) 跨線橋、駅舎、港湾などは「その他の構築物」に分類され、非住宅建設には含まれない。
4) 『建築統計年報』（建設省）各年度版を参照されたい。
5) 国土交通省ホームページ発表のデータの定義にしたがっている。
6) 『建築統計年報』（建設省）各年度版には工事予定額も掲載されているが、建築費の調整が必要

であることから、本稿では民間非住宅建設着工床面積のデータを用いている。
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(1) 民間非住宅建設着工床面積の推移
まず、非住宅建設投資の総計の推移を見たのが第 1図である。第 1図には、

実質ベースでの非住宅建設投資とともに民間非住宅建設着工床面積の推移が

描かれているが、両者はほとんど同じ動きをしていることが見て取れる7)。ま

た、実質ベースの非住宅建設投資と民間非住宅建設着工床面積には 1973年と

1990年の二つの山があるように観察できる。

第 1 図　非住宅建設投資の推移

これを確かめるために、トレンド除去後の民間非住宅建設着工床面積と実質

ベースの非住宅建設投資を描いたのが第 2図である8)。第 2図のトレンド除去

後の実質ベースの非住宅建設投資と民間非住宅建設着工床面積もほとんど同じ

ように推移をしている9)。

7) 両者の相関係数は 0.918 と極めて高い値となっている。実質ベースの非住宅建設投資のデータ
は、国土交通省ホームページの「建設投資見通し」の非住宅の実質値の計数を用いている。ただ
し、この計数は 1960 年度以降しかないため、1958 年度と 1959 年度については、「国民経済
計算」平成 12 年確報の 1960～64 年の総固定資本形成と非住宅建設投資の計数の比率の平均
値から遡及している。また、この計数は民間部門と政府部門を加えた値となっている。さらに、
着工床面積と実質ベースの計数ともに年度データを用いている。

8) トレンド線は 3 次多項式を適用した。推計結果は以下のとおりである。ただし、括弧内の値は
t 値である。
　民間非住宅建設着工床面積 =

(1.148)
　

5463094+
(10.15)
　

3017867t
(−7.343)
　

−829.92t3

　 R2 = 0.716

　非住宅建設投資
(−1.696)
　

=−1690.8
(14.72)
　

+883.55t
(−11.81)
　

−0.2496t3

　 R2 = 0.817

9) 実際、両者の相関係数は 0.823 と高い値となっている。

— 3 —



経済学論究第 65 巻第 1 号

第 2 図　トレンド除去後の非住宅建設投資の推移

(2) 民間非住宅建設着工床面積のクロノロジー
次に、この第 2図から民間非住宅建設着工床面積のクロノロジーを求める

と第 1表のようになる10)。さらに、この第 1表から民間非住宅建設着工床面

積の周期は約 18.7年と求まる11)。

第 1 表　民間非住宅建設着工床面積のクロノロジー

山 谷 山 山と山の期間 谷と谷の期間
1973 年 1978 年 1990 年 17年

23 年
1990 年 2001年 2006 年 16 年

　　　平　均　期　間 16.5 年 23 年

この第 1表から得られた循環周期を確かめるために、トレンド除去後の民間

非住宅建設着工床面積の周期解析の結果と実質ベースの非住宅建設投資の周期

解析の結果をあわせて描いたのが第 3図である。この第 3図から、民間非住宅

建設着工床面積は 17年～24年の循環周期を持っていることが明らかであり、

強度をウェイトとした平均周期を求めると 20.5年を得る12)。この周期の加重

平均値 20.5年は、村田（2010）で求められた住宅投資の平均周期 18.3年とか

10) 実質ベースの非住宅建設投資についても、山から山の平均期間は 18 年、谷から谷の平均期間も
18 年と計算される。

11) 山から山の周期と谷から谷の周期の加重平均値である。
12) 第 3 図で周期の強度が 1.0E+14 以上となっているのは周期 17 年～24 年である。さらに、周

期の強度をウェイトとして平均周期を求めると 20.5 年となる。
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なり近い値である13)。また、この周期とは別に、9年周期とより長期の 32年

～36年の循環周期も見出される14)。さらに、実質ベースの非住宅建設投資も

17年～20年の周期をもっており、強度をウェイトとした平均周期を求めると

18.5年を得る15)。この非住宅建設投資においても 9年周期と 32年～34年の

長期の周期が見出される。

第 3 図　非住宅建設投資の周期解析

(3) 使途別非住宅建設着工床面積の推移
次に、使途別非住宅建設着工床面積の推移を見てみよう。これを描いたのが

第 4図である。さらに、トレンド除去後の使途別非住宅建設着工床面積の推移

を描いたのが第 5図である16)。この第 5図から、事務所と工場・作業場の動

13) 村田（2010、脚注 16）を参照されたい。
14) 周期の強度が 5.0E+13 以上となっている周期 32 年～36 年の周期の強度をウェイトとして平

均周期を求めると 34.05 年となる。
15) 第 3 図で周期の強度が 7000000 以上となっているのは周期 17 年～20 年である。さらに、周

期の強度をウェイトとして平均周期を求めると 18.5 年となる。
16) トレンド線は、民間非住宅建設着工床面積と同様に 3 次多項式を適用した。推計結果は以下の

とおりである。ただし、括弧内の値は t 値である。
　民間事務所建設着工床面積=

(1.148)
　

5463094+
(10.15)
　

3017867t
(−7.343)
　

−829.92t3

　　 R2 = 0.716

　民間店舗建設着工床面積=
(2.050)
　

2470020+
(6.920)
　

521298.6t
(−6.80)
　

−188.3t3

　　 R2 = 0.480

　民間工場・作業場建設着工床面積=
(2.00)
　

6280111+
(3.270)
　

1693230t
(−2.623)
　

−60382.7t2

(1.987)
　

+578.5t3

　　 R2 = 0.716

　民間倉庫建設着工床面積=
(−0.213)
　

−308058+
(5.601)
　

1335468t
(−3.646)
　

−38623t2+
(2.221)
　

297.62t3

　　 R2 = 0.631
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きがかなり似ていることが観察される。おそらく、これは、事務所と工場・作

業場の建設がどちらも製造業等に属する企業によってなされていることに起因

していると推察できる。

第 4 図　使途別民間非住宅建設着工床面積の推移

第 5 図　トレンド除去後の非住宅建設着工床面積

(4) 使途別非住宅建設着工床面積のクロノロジー
このことを確かめるために、事務所と工場・作業場の着工床面積の周期解析

を行ったのが第 6図である。この図からもわかるように、事務所と工場・作

業場の着工床面積の周期解析グラフはほとんど同じ形状をしており、クロノロ

ジーが一致していると考えられる。
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第 6 図　事務所と工場・作業場の着工床面積の周期解析

実際、両者の平均周期を計算すると、両者ともに平均周期は 20.5年と民間

非住宅建設着工床面積の平均周期と同じ値が求まる17)。このほか、より短期の

9年周期とより長期の約 34年周期が見出される18)。9年周期の方は設備投資

のジュグラーサイクルを反映したものと考えられるが、34年周期の方は、こ

の段階では説明しがたい19)。

次に、店舗と倉庫の着工床面積の周期解析を図示したのが第 7図である。こ

の第 7図から、それぞれの平均周期を計算すると倉庫については 18.0年、店

舗については 23.0年と 28.5年が求まる20)。この店舗の 23.0年周期は、他の

非住宅建設とほぼ同じような周期であるが、28.5年周期については事務所と工

17) 第 6 図において、事務所の周期の強度が 6.0E+12 以上となっているのは周期 17 年～24 年で
あり、周期の強度をウェイトとして平均周期を求めると 20.45 年となる。また、工場・作業場
の周期の強度が 1.6E+13 以上となっているのは周期 18 年～23 年であり、周期の強度をウェ
イトとして平均周期を求めると 20.51 年となる。

18) 同じく第 6 図において、事務所の長期の周期の強度が 3.0E+12 以上となっているのは周期 33

年～35 年であり、周期の強度をウェイトとして平均周期を求めると 34.06 年となる。また、工
場・作業場の長期の周期の強度が 8.0E+12 以上となっているのは周期 33 年～35 年であり、
周期の強度をウェイトとして平均周期を計算すると 34.02 年と求まる。また、これらの平均周
期の値は民間非住宅建設着工床面積の平均周期と同じである。

19) この点については後で詳しく分析する。
20) 第 7 図において、倉庫の周期の強度が 5.0E+12 以上となっているのは周期 16 年～20 年であ

り、周期の強度をウェイトとして平均周期を求めると 18.0 年となる。また、店舗の周期の強度
が 1.8E+12 以上となっている周期 21 年～25 年の平均周期を求めると 22.99 年となり、さら
に、周期の強度が 2.0E+12 以上となっている周期 27 年～30 年の平均周期を求めると 28.46

年を得る。
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場・作業場の場合と同様に判断しがたい。これ以外に、設備投資のジュグラー

サイクルを反映した 9年周期も見出される。

第 7 図　店舗と倉庫の着工床面積の周期解析

第 2節 使途別民間非住宅建設着工床面積のクズネッツサイクル
本節では、前節での分析を踏まえ使途別の民間非住宅建設着工床面積の動き

について見ていく。第 3図で見たように、周期解析から民間非住宅建設着工床

面積はいくつかの周期にしたがって変動していることが判明している。一つは

ジュグラーサイクルの 9年周期、あとの二つは 20.5年周期と 34.05年周期で

ある。なかでも周期の強度が最も大きいのが 20.5年周期であるが、この周期

を形成する要因として、村田（2010）の分析結果から推論すると世帯数の変動

が挙げられる。以下では、この点に着目して考察していく。

(1) 工場・作業場着工床面積のクズネッツサイクル
世帯数の変動が民間非住宅建設投資に影響を与えるとしたら、どのような

メカニズムが考えられるであろうか。一つには世帯数の増加による店舗数の増

加、あるいは、世帯数の上昇に伴う総需要（=GDP）の増加に起因する工場・作

業場や事務所の増加などが考えられる。言い換えれば、世帯数の上昇に伴って

非住宅建設ストックの増加が生じることが推測される。このことを確かめるた

めに、世帯数の階差、工場・作業場の着工床面積、および GDPの 7年中心移
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動平均によるクズネッツサイクルを描いたのが第 8図である21)。ここで、世

帯数の階差を取り上げるのは、世帯数それ自体がストック変数であるため、フ

ロー変数である着工床面積との比較を行うためである。また、GDP（トレン

ド除去後）の動きを見るのは、建設投資の代理変数である着工床面積と GDP

との関係をみるためである。

第 8 図　世帯数の変化、GDP と工場着工床面積のクズネッツサイクル

この第 8図から、はじめに世帯数の変化が生じ、この変化が工場・作業場

着工床面積の変化に波及し、最後に GDPの変動が生じていることがわかる。

これは、次のように推論できよう。世帯数の伸びが上昇すると様々な製造業製

品に対する需要が増え、これによって工場建設が促され GDPの変動につなが

る。実際、時差相関係数を計算してみると、工場・作業場着工床面積の変動は

世帯数の変化に 2年遅れて推移していることがわかる。この工場・作業場着工

21) 世帯数の計数は村田（2010）のデータを用いている。また、トレンド除去後の GDP について
は、内閣府ホームページの「国民経済計算関連統計」に掲載されている実質系列（年度）データ
を用いた。この統計表には、68SNA 平成 2 年基準では 1955 年度～2000 年度までの計数が、
また、93SNA 平成 12 年（連鎖価格）基準では 1980 年度以降の計数が掲載されている。これ
を期間の重なっている 1980 年度～1982 年度の両計数の比率の平均値を用いて 93SNA デー
タを 1969 年まで遡及した。その上で、3 次多項式トレンドを適用して、トレンド除去後の実質
GDP を求めている。トレンドの推計結果は以下のとおりである。ただし、括弧内の値は t 値
である。
　 GDP=

(5.722)
　

41484.18+
(3.006)
　

3339.376t+
(8.486)
　

389.3586t2

(−9.625)
　

−35.1866t3、　 R2 = 0.995

また、中心移動平均操作を行っているのは、GDP 水準の複合サイクルの場合、後方移動平均よ
り中心移動平均の方が景気基準日付と同期しているためである。
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床面積と世帯数の変化の間にはもう一つ興味深い事実が観察される。世帯数階

差のクズネッツサイクルの一つ目の循環の谷から谷の長さは 12年、二つ目の

循環の長さは 25年と二つ目の循環の方が長くなっている22)。これに対して、

工場・作業場着工床面積のクズネッツサイクルの一つ目の循環の谷から谷の長

さは 15年、二つ目の循環の長さは 23年と、やはり二つ目の循環の方が長く

なっている23)。この事実は、工場・作業場着工床面積が世帯数の変化に依存

して変動していることを意味していると考えられる24)。

(2) 事務所着工床面積のクズネッツサイクル
次に、事務所着工床面積のクズネッツサイクルを、GDP、世帯数階差のク

ズネッツサイクルとともに描くと第 9図のようになる。この第 9図から、工

場着工床面積と同様に、まず世帯数の変化が生じ、次いで事務所着工床面積が

変化し、最後に GDPの変動が生じていることが読み取れる。時差相関係数で

見てみると、事務所着工床面積の変動も世帯数の変化に 2年遅れて推移してい

ることがわかる。

さらに、この事務所着工床面積の推移に関しても、クズネッツサイクルの一

第 9 図　世帯数の変化、GDP と事務所着工床面積

22) 世帯数階差のクズネッツサイクルの谷は 1962 年、1974 年、1999 年となっている。
23) 工場・作業場着工床面積のクズネッツサイクルの谷は 1963 年、1978 年、2001 年となってい

る。
24) また、工場・作業場着工床面積の山は 1970 年と 1990 年であるので山から山の長さが 20 年

となり、一循環の平均周期は 19.3 年となる。
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つ目の循環の谷から谷の長さは 15年、二つ目の循環の長さは 17年と、やは

り二つ目の循環の方が長くなっている25)。また、事務所着工床面積の周期は

谷から谷までの平均が 16年、山から山が 19年、一循環の平均周期は 17年と

なる26)。

(3) 倉庫着工床面積のクズネッツサイクル
同様に、倉庫着工床面積のクズネッツサイクルを、GDP、世帯数階差のク

ズネッツサイクルとともに描くと第 10図のようになる。

第 10 図　世帯数の変化、GDP と倉庫着工床面積のクズネッツサイクル

この第 10図からも、まず世帯数の変化が生じ、少し遅れて倉庫着工床面積

と GDPが同時に変動していることが読み取れる。時差相関係数からは倉庫着

工床面積の変動も世帯数の変化に 3年遅れて推移していることがわかる。つ

まり、倉庫建設は工場や事務所の建設に 1年ほど遅れて変動していることに

なる。これは、おそらく、世帯数の変化に伴い需要が増加し工場や事務所の建

設が生じ、この結果、原材料や製品の製造が開始され倉庫の建設が生じるため

と推察できる。また、倉庫着工床面積の周期は谷から谷までの平均が 18.5年、

山から山が 18年、一循環の平均周期は 18.3年となる27)。

25) 事務所着工床面積のクズネッツサイクルの谷は 1965 年、1980 年、1997 年となっている。
26) 事務所着工床面積の山は 1970 年と 1989 年である。
27) 倉庫着工床面積クズネッツサイクルの谷は 1964 年、1983 年と 2001 年、山は 1972 年と 1990

年である。また、この平均周期は第 7 図の周期解析の結果とほぼ同じである。
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(4) 店舗着工床面積のクズネッツサイクル
最後に、店舗着工床面積のクズネッツサイクルを GDP、世帯数階差のクズ

ネッツサイクルとともに描くと第 11図のようになる。

第 11 図　世帯数の変化、GDP と店舗着工床面積のクズネッツサイクル

この第 11図から、工場や事務所の着工床面積とは異なり、店舗着工床面積
は GDPの変化にかなり遅れて変動していることが読み取れる。また、時差相
関計数から、世帯数の変化に対しても 6年のラグを持って変動していることが
わかる。したがって、店舗着工床面積の変化を生じさせるのは世帯数の変動で
はない可能性が大きい。それでは、店舗建設に影響を与える要因は何であろう
か。一つの候補として住宅投資が考えられる。つまり、村田（2010）で見たよ
うに、世帯数の変動に伴い住宅投資が変化し住宅ストックが増加する。この住
宅ストックの増加に伴い店舗数が増えていくと考えられるのである。このこと
は、フロー変数で見ると、住宅投資の変動に伴い店舗着工床面積が変動してい
ることを意味する28)。この関係を図示したのが第 12図である29)。この第 12

図から、住宅投資と店舗着工床面積がシンクロナイズしながら変動しているこ
とが読み取れよう30)。さらに、村田（2010）で見たように、住宅投資は世帯数
28) 住宅ストックと店舗数はストック変数であるので、この両者の関係をフロー変数（階差）で見る

と住宅投資と店舗着工床面積の関係になる。
29) 住宅投資の年度データは国土交通省ホームページの「建設投資見通し」の住宅の実質値を用いて

いる。1959 年以前への遡及については村田（2010）の脚注 1 を参照されたい。また、トレンド
の推計結果は以下のとおりである。
　住宅投資=

(−1.866)
　

−1606.6+
(19.73)
　

1022.7t
(−12.97)
　

−0.2369t3、　 R2 = 0.915

30) 実際、相関係数も 0.616 となっている。
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の変動に依存しているので、店舗着工床面積も間接的に世帯数の変動に連動し
て推移していると考えられる。

第 12 図　トレンド除去後の住宅投資と店舗着工床面積

第 3節 非住宅建設ストックのクズネッツサイクル
本節では、実質ベースでの民間非住宅建設投資の変動要因を探ると同時に、

非住宅建設ストックのクズネッツサイクルについて考察していく。前節で見た
ように、使途別の着工床面積は世帯数の変化に連動して推移していることが明
らかとなった。以下では、まず、民間非住宅建設投資の変動が世帯数の変化に
連動しているかどうかを確認していく。

(1) 世帯数、GDPと非住宅建設投資の変動
これまでの分析から、世帯数の変動は総需要（=GDP）の変動をもたらし、

結果として、店舗や工場・作業場、事務所などの非住宅建設ストックの変動を
招いている可能性が高い。より具体的には、村田（2010）で見たように世帯数
の増加は住宅の増加を招き、これによって店舗の増加がもたらされ、また、世
帯数の増加による総需要の増加は生産の拡大を生じさせ、これが工場・作業場、
事務所、倉庫などの建設投資の増加につながっていると考えられる。当然のこ
とながら、着工床面積について成立していることは実質ベースの非住宅建設投
資についても当てはまる。このことを確かめるために、世帯数の階差、GDP、
および実質ベースの非住宅建設投資のクズネッツサイクルの関係を描いたのが
第 13図である31)。
31) 非住宅建設投資の計数は、国土交通省ホームページの「建設投資見通し」の実質ベースの非住宅

建設投資の年度データを用いている。
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第 13 図　世帯数の変化、GDP と非住宅建設投資のクズネッツサイクル

この第 13図から、着工床面積で見た場合と同様に、まず、世帯数の変動に

若干のラグをもって非住宅建設投資が変動し、この非住宅建設投資の変化が

GDPの変化につながっている事実が観察される。また、この図から、非住宅建

設投資クズネッツサイクルのクロノロジーを求めると第 2表のようになる32)。

第 2 表　非住宅建設投資クズネッツサイクルのクロノロジー

谷 山 谷 谷と谷の期間 山と山の期間
1965 年 1971年 1983 年 18 年

19 年
1983 年 1990 年 2000 年 17年

　　平　均　期　間 17.5 年 19 年

(2) 世帯数と非住宅建設ストックの推移
次に、非住宅建設投資の累積である非住宅建設ストックの推移を見ておこ

う。この動きを世帯数とともに描いたのが第 14図である33)。この第 14図か

32) この第 2 表より、非住宅建設投資の平均周期は 18 年と計算される。
33) 非住宅建設ストックのデータは、住宅ストックと同様に民間と政府の双方の計数を含んでいる。

非住宅建設ストックについては、村田（2010）の住宅ストック額と同様の方法で求めている。こ
れについては、村田（2010）脚注 21 を参照されたい。また、非住宅建設ストックのトレンドの
推計結果は以下のとおりである。ただし、括弧内の値は t 値である。
　非住宅建設ストック=

(3.103)
　

12320−
(−4.268)
　

2643.6t +
(15.68)
　

408.32t2

(−17.11)
　

−5.326t3

　　 R2 = 0.994

また、非住宅建設ストックのデータは暦年データしか存在しないので、以下のストック変数につ
いての分析は暦年データで行う。
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ら、非住宅建設ストックが世帯数にラグをもって変動していることがわかる。

第 14 図　世帯数と非住宅建設ストックの推移

(3) 世帯数と非住宅建設ストックのクズネッツサイクル
ところで、第 13図において、世帯数階差と非住宅建設投資のクズネッツサ

イクルの間には一定のリード・ラグ関係が成立しながら変動していることが明

らかとなった。この関係が、両者のストック変数についても成立していること

を見るために、世帯数と非住宅建設ストックのクズネッツサイクルを描いたの

が第 15図である。第 15図から非住宅建設ストックのクロノロジーを表にす

ると第 3表のようになる34)。この第 3表から山と山の間隔は 16.5年、谷と谷

第 15 図　世帯数と非住宅建設ストックのクズネッツサイクル

34) 世帯数クズネッツサイクルのクロノロジーについては村田（2010）の第 9 表を参照されたい。村
田（2010）でも述べたように、世帯数の変動はそもそも人口の変動に依存しているので、変動幅
に減衰的な傾向があることが観察される。
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第 3 表　非住宅建設ストッククズネッツサイクルのクロノロジー

山 谷 山 山と山の期間 谷と谷の期間
1961年 1965 年 1972 年 11年

20 年
1972 年 1985 年 1994 年 22 年

　　平　均　期　間 16.5 年 20 年

の間隔は 20年となり、平均すると 17.7年周期であることがわかる35)。

(4) 非住宅建設ストックの耐用年数
最後に、村田（2010）での住宅ストックと同様に、非住宅建設ストックの耐

用年数を求めておこう。内閣府の「国民経済計算確報」第 2部ストック編の国

民資産・負債残高表には、名目ベースの住宅以外の建物として非住宅ストック

の資産額と非住宅建設純投資額が掲載されている36)。また、非住宅建設投資

のデータは、国土交通省ホームページの「建設投資通し」の非住宅の名目ベー

スの計数を用いている37)。これらのデータと次の計算式から減価償却率が求

められる。

　｛非住宅建設投資－資本取引額（非住宅建設純投資）｝

× 100÷非住宅建設ストック=減価償却率（%）　

このようにして求めた減価償却率の推移を図示すると第 16図のようなる。

1972～1990年までの安定成長期の減価償却率の平均は 7.0%、1991年以降の

低成長期の平均値は 5.35%、また、1970～2007年までの減価償却率の平均は

6.3%と求まる。この値に基づいて、残存価値額 10%での減価償却期間を求め

ると 37年を得る。この値は、第 3図の非住宅建設着工床面積の周期解析にお

ける長期の 32年～36年周期の値に極めて近い。したがって、非住宅建設の 32

年～36年の長期周期は減価償却に基づく更新投資の期間を反映しているとも

考えられる。

35) この平均周期は、第 13 図の民間非住宅投資の平均周期 18 年とほぼ同じ値である。
36) 国民資産・負債残高表では、非住宅建設純投資ではなく「住宅以外の建物」の資本取引額と表記

されている。1970 年以降のデータしかないので、1970 年～2007 年のデータで減価償却率を
求める。

37) 残念ながら、「国民経済計算確報」第 1 部フロー編の形態別総固定資本形成欄には、非住宅建設
投資とその他の構築物を含んだ「住宅以外の建物及び構築物」のデータしかない。
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第 16 図　非住宅建設ストックの減価償却率

第 4節 建設投資と建設ストックのクズネッツサイクル
本節では、これまで見てきた非住宅建設投資と村田（2010）で考察した住宅

投資をあわせた建設投資や建設ストックの動きを見ていく。

(1) 建設投資のクズネッツサイクル
まず、実質ベースの住宅投資、非住宅建設投資、および建設投資の推移を描

いたのが第 17図である38)。また、トレンド除去後の建設投資と GDPの推移

を描くと第 18図のようになる39)。

第 17 図　建設投資の推移

38) 住宅投資、非住宅建設投資、および建設投資には民間部門と政府部門が含まれている。また、村
田（2010）の第 2 図で見たように民間住宅投資と住宅投資（民間+政府）の相違はほとんどない。
さらに、建設投資=住宅投資+非住宅建設投資 の関係が成立している。

39) ここでは、建設投資=住宅投資+非住宅建設投資 の関係が成立していることを考慮して、トレ
ンド除去後の建設投資の計数は、住宅投資と非住宅建設投資のトレンド除去後の係数を加えて求
めている。また、住宅投資、非住宅建設投資、および GDP のトレンド線については、本稿脚
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第 18 図　建設投資と GDP の変動

この第 18図から、トレンド除去後の建設投資と GDPはほぼ同じ動きをし
ていることがわかる40)。このことから、GDPと建設投資はシンクロナイズし
ながら長期の循環にしたがって変動していることが理解できる。
さらに、第 17図から、住宅投資、非住宅建設投資、および建設投資のクズ

ネッツサイクルを描くと第 19図を得る41)。この図から、住宅投資、非住宅建
設投資、および建設投資のクズネッツサイクルはほぼシンクロナイズして推移
していることが理解できる。ここで、興味深いのは、住宅投資の振幅は第 1の
山の方が第 2の山より大きいが、非住宅建設投資の振幅は逆に第 2の山の方が
大きくなっている点である42)。住宅投資の振幅が第 2の山の方が小さくなっ
ているのは、人口の減少に対応して世帯数の振幅が徐々に小さくなっている事
実を反映していると考えられる43)。それに対して、非住宅建設投資の第 2の
振幅の方が大きくなっているのは平成バブルの影響と考えられよう。
さらに、建設投資クズネッツサイクルのクロノロジーを求めると第 4表の

ようになる。したがって、第 4表から建設投資の平均周期は約 18.7年と計算
される。

注 8、脚注 29、および脚注 21 を参照されたい。
40) 両者の相関係数は 0.887 ときわめて高い値となっている。
41) 住宅投資と非住宅建設投資のトレンド線については、本稿脚注 8 と脚注 29 を参照されたい。ま

た、建設投資=住宅投資+非住宅建設投資 の関係が成立しているので、ここでもトレンド除去後
の建設投資の計数は、住宅投資と非住宅建設投資のトレンド除去後の係数を加えて求めている。

42) 住宅投資の第 1 の山は 1975 年、第 2 の山は 1993 年となっている。また、非住宅建設投資の
第 1 の山は 1971 年、第 2 の山は 1990 年である。

43) 第 15 図の世帯数グラフの推移を参照されたい。
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第 19 図　建設投資のクズネッツサイクル

第 4 表　建設投資クズネッツサイクルのクロノロジー

谷 山 谷 谷と谷の期間 山と山の期間
1964 年 1972 年 1983 年 19 年

19 年
1983 年 1991年 2001年 18 年

　　平　均　期　間 18.5 年 19 年

(2) 建設ストックのクズネッツサイクル
次に、実質ベースの住宅ストック、非住宅建設ストック、建設ストックの

推移を描くと第 20図のようになる44)。この図から、住宅ストック、非住宅建

設ストック、建設ストックのいずれもが 1999年から 2000年にかけてピーク

を迎えていることがわかる。この第 20図から、住宅ストック、非住宅建設ス

トック、建設ストック、および GDPのクズネッツサイクルを描くと第 21図

のようになる45)。

44) 建設ストックの計数は住宅ストックと非住宅建設ストックの計数を合計したものである。
45) 建設ストックのトレンド線は 3 次多項式を適用した。推計結果は以下のとおりである。ただし、

括弧内の値は t 値である。
　建設ストック=

(2.125)
　

6534.2+
(62.48)
　

670.32t2−
(−44.81)
　

9.432t3、　 R2=0.996

また、住宅ストックと非住宅建設ストックのトレンド線については、それぞれ、村田（2010）脚
注 23 と本稿脚注 30 を参照されたい。
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第 20 図　建設ストックの推移

第 21 図　建設ストックのクズネッツサイクル

この図から、非住宅建設ストックは住宅ストックに数年先行していることが

わかる46)。そのため、建設ストックのクズネッツサイクルは両者の中間に位

置している。また、建設ストッククズネッツサイクルのクロノロジーを求める

と第 5表のようになる。

46) 実際、時差相関係数で見ると、非住宅建設ストックは住宅ストックに対して 3 年ほど先行して
いる。
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第 5 表　建設ストッククズネッツサイクルのクロノロジー

山 谷 山 山と山の期間 谷と谷の期間
1961 年 1968年 1976 年 15 年 18 年
1976 年 1986 年 1994 年 18 年

18 年1994 年 2004 年 ― ―
　　平　均　期　間 16.5 年 18 年

この第 5表から建設ストッククズネッツサイクルの平均周期は 17.25年と
計算される。

(3) GDPと建設ストックのクズネッツ循環
ところで、第 3節の第 13図で見たように、非住宅建設投資のクズネッツサ

イクルは GDPクズネッツサイクルとほぼ同期か 1年ほど先行して変動して
いる。また、村田（2010）の第 5図からわかるように、民間住宅投資クズネッ
ツサイクルは GDPクズネッツサイクルとほぼシンクロナイズして変動してい
る。これらのことを考慮すると、住宅投資（民間+政府）と非住宅建設投資の
合計である建設投資のクズネッツサイクルもGDPクズネッツサイクルとほぼ
同調して変動していると考えられる47)。さらに、建設投資はそのストック変
数である建設ストックに対して循環周期の 4分の 1ほど先行していると考え
られ、結果として、GDPのクズネッツサイクルは建設ストックのクズネッツ
サイクルに 4～5年ほど先行して推移していることが予想される48)。
このことを確かめるために、建設ストックと GDPのクズネッツサイクルを

描いたのが第 22図である。この第 22図から、建設ストッククズネッツサイ
クルは GDPクズネッツサイクルに対して 4～5年遅れて変動していることが
確かめられる49)。
47) 民間住宅投資と住宅投資（民間+政府）の相違はきわめて小さく、両者の変動の相関係数は 0.999

とほぼ 1 に近い値をとっている。村田（2010）の第 2 図をも参照されたい。
48) 第 4 表と第 5 表から、建設投資と建設ストックのクズネッツサイクルの周期は、それぞれ 19

年、17 年となっている。したがって、この約 4 分の 1 周期を求めると、それぞれ 4.75 年と
4.25 年と計算される。

49) 第 22 図から、GDP クズネッツサイクルの谷は 1963 年、1983 年、2001 年で、山は 1971

年、1991 年と求まる。このことと第 5 表を考慮すると、GDP クズネッツサイクルは建設ス
トッククズネッツサイクルに平均で 4.5 年先行して変動していることがわかる。
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第 22 図　建設ストックと GDP のクズネッツサイクル

ここで、GDPクズネッツサイクルの谷から谷までを一循環として、GDPと

建設ストックの循環図を描くと第 23図、第 24図のように描ける。どちらの

グラフも極めて綺麗な循環図を描いていることがわかる。まさに、建設ストッ

クと GDPの間にクズネッツ循環が存在することが確かめられる。

第 23 図　 GDP と建設ストックのクズネッツ循環図

1964-1983
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第 24 図　 GDP と建設ストックのクズネッツ循環図

1983-2001

おわりに
本稿では、民間非住宅建設投資に関して、工場・作業場、事務所、店舗、お

よび倉庫などの使途別の着工床面積に焦点を当て循環周期とそのメカニズムに

ついて考察してきた。その結果、事務所、ならびに工場・作業場の着工床面積

の周期は 20.5年と 34.0年、倉庫については 18.0年、店舗については約 23.0

年の周期が求まった。さらに、これらの使途別の建設投資のクズネッツサイク

ルの変動を調べた結果、工場・作業場、事務所、および倉庫については世帯数

の変化に連動し、店舗は住宅投資の動きに連動していることがわかった。ま

た、非住宅建設ストックのクズネッツサイクルの循環周期は 17.7年と求まり、

この循環メカニズムとして世帯数の変化が関係していることが判明した。次

に、非住宅建設ストックの耐用年数を計算したところ約 37年であることがわ

かり、事務所と工場・作業場の着工床面積の 34.0年周期は、この耐用年数を

反映している可能性が大きいと考えられる。

さらに、非住宅建設投資と住宅投資をあわせた建設投資の動きは GDPの動
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きと連動していることも明らかとなり、その循環周期も 18.7年と求まった。ま

た、建設ストックのクズネッツサイクルの循環周期も 17.5年と求まり、GDP

との間には綺麗なクズネッツ循環が存在することも示された。これらの事実と

村田（2010）の分析結果とあわせると、建設投資の循環エンジンは世帯数と人

口のダイナミックスであり、それによって、建設ストックと GDPの間には約

18年周期のクズネッツ循環が描けることが示されたのである。
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